
構造改革特別区域計画 
 
１．構造改革特別区域計画の作成主体の名称 

大阪府泉南郡熊取町 
 
２．構造改革特別区域の名称 

健やかくまっこ給食特区 
 
３．構造改革特別区域の範囲 

大阪府泉南郡熊取町の全域 
 
４．構造改革特別区域の特性 
   熊取町は、大阪府の南部、泉南郡に位置し、大阪都心部から約３５ｋｍ、関西国際

空港から約１０ｋｍの距離にあり、東部を貝塚市、西部を泉佐野市といった両市の間

に位置する東西約４．８ｋｍ、南北約７．８ｋｍの木の葉状の形をした面積１７．２

３ｋ㎡、人口４４,６５３人（平成２０年１１月３０日現在）の町である。東南部は、

和泉山脈の山麓地帯となっており、緑におおわれ、西北部はやや平坦で低い丘陵が起

伏し、これらの丘陵の間を縫うようにして和泉山脈に源を発する見出川、雨山川、住

吉川が町の中央部を流れ大阪湾に注いでいる。気候は、瀬戸内海気候で雨量が少なく

古くからかんがい用ため池が多く築かれている。 
   交通面では、ＪＲ阪和線が町の西端を走っており、昭和３８年に京都大学原子炉実

験所が設置され、熊取駅が快速停車駅となったことにより、大阪都心部まで約３０分

という立地条件から昭和４０年代より宅地開発が進み、昭和５０年代には大阪府内で

有数の人口急増都市となる。また、関西国際空港の立地により、阪和自動車道や阪神

高速湾岸線が整備され、自動車によるアクセスも便利になっている。 
   昭和６０年に大阪明浄女子短期大学（現大阪観光大学）及び関西鍼灸短期大学（現

関西医療大学）が開校するとともに、平成元年には大阪体育大学が移転、開校し、京

都大学原子炉実験所を含め、四つの大学及び研究機関が立地する学園都市となってい

る。 
本町では、従前から、教育を含め子育て支援に力を注いでおり、保育所については

公立が６箇所、私立が２箇所で、乳児保育、障害児保育、延長保育、一時保育、休日

保育などを実施している。また、子どもたちの健やかな成長のため、子ども相談部門

の充実や子育て困難家庭に対する新たなサポート体制の構築など、教育委員会との連

携を強化しながら先進的な取り組みを行っている。 
 

５．構造改革特別区域計画の意義 



   本町では、住宅開発による人口増に伴い都市化が進み、児童を持つ家庭のうち核家

族世帯が７割を超えている。核家族化の進行により、家族や地域の結びつきが希薄に

なるにつれ、子育ての協力者や仲間を得ることが難しくなり、家庭における子育てへ

の負担や不安は増大しており、子育ての孤立化に拍車をかけている。親の悩みや不安

は子どもの成長にさまざまな影響を及ぼすことが懸念され、子どもの健やかな成長の

ためには、保育サービスの向上だけでなく総合的な子育て支援策の充実が課題となっ

ている。また、近年はひとり親家庭や、子育てをしながら働く親は増えており、その

働き方も多様化する傾向にある。保育所においては、低年齢児の入所児童の増加や延

長保育をはじめ、一時保育や休日保育などの取り組みが必要となっており、これらの

需要に応えていくためには、保育所運営を効率化するとともに、親の子育ての負担を

軽減するための施策を図る必要がある。 
   公立保育所における給食の外部搬入の実施により、衛生面や安全面、食育等に十分

配慮しながら経費面での合理的な節減が図られ、その財源を保育サービスの向上だけ

でなく、子どもの健やかな成長のための施策の充実に活用することが可能となる。 
 
６．構造改革特別区域計画の目標 

① 給食の外部搬入方式の実施により、公立保育所運営の更なる効率化を進め、多

様化する保育への保護者のニーズに対応し、保育サービスの拡充を図る。 
 ② 献立の評価検討を十分行うことにより、安全・安心で年齢や発達段階に応じた

きめ細やかな給食を提供する。また、食物アレルギーを持つ児童や体調不良児に

ついては、保育所の調理室において除去食や代替食を用意するなど柔軟に対応す

る。 
③ 食育計画に基づき、季節に応じた野菜づくりや地元食材購入を体験させるなど、

乳幼児期から身近な食材に慣れ親しむことにより、食への関心を持たせるととも

に、正しい食習慣を身につけさせ、児童の健やかな成長に努める。 
 
７．構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的効果 

① 給食の外部搬入方式の実施により、保育所施設の維持管理費や適切な調理員の

配置等による人件費など経費の節減が図られ、保育所の効率的な運営が図られる。 
 ② 衛生面、安全面で設備の整った大型調理施設で調理することや食材の一元購入

による経費節減を図り、その財源を保育サービスの向上や子育て支援策の充実に 
活用できる。また、地元の農産物を食材として購入することにより、農業振興に

寄与できる。 
③ 保育所において、食育計画に基づき園庭や農園での野菜づくり、手作りおやつ

の取り組みなどを進めることで、乳幼児が身近な食材を通じて食に関心を持つと

ともにきちんとした食事のマナーを身に付け、食を通して感動する心を育てるこ



とができる。 
 
８．特定事業の名称 
   ９２０ 公立保育所における給食の外部搬入方式の容認事業 
 
９．構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定事業に関連す 
 る事業その他の構造改革特別区域計画の実施に関し地方公共団体が必要と認める事項 
・子育て支援施策の充実 

   給食の外部搬入を実施することで、保育所施設の維持管理費や調理員の適切な配置

による経費等の節減を図り、これを財源として乳児保育、障害児保育や延長保育など

個々の家庭のニーズに柔軟に対応できる保育サービスの拡充や、子育てをするすべて

の家庭が身近なところでいつでも必要なサービスや支援が受けられる子育て支援セン

ター事業やつどいの広場事業など、多様かつ総合的な子育て支援事業の充実を図る。 
 ・食育の推進 
   乳幼児期から望ましい食習慣を身に付けることや、野菜づくりの作業を通じ、食に

対する興味や関心を持ち、食を通して感動する心を育てるなど、食育に関する取り組

みを推進する。 
・地産地消の推進 

   安全で安心な地元農産物を購入することにより、乳幼児に安全な給食を提供すると

ともに、地域産業の活性化に寄与する。 
 



別紙 
 
１ 特定事業の名称 
   ９２０ 公立保育所における給食の外部搬入方式の容認事業 
 
２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 
   熊取町内の公立保育所（６箇所） 
    熊取町立第１保育所、熊取町立第２保育所、熊取町立第３保育所、 

熊取町立第５保育所、熊取町立第７保育所、熊取町立第８保育所 
 
３ 当該規制の特例措置の適用の開始の日 
   構造改革特別区域計画の認定を受けた日 
 
４ 特定事業の内容 
   公立保育所の給食について、（協）泉佐野給食センターで調理して搬入する外部搬入 

方式を実施する。各保育所に調理員を配置し、年齢に応じた給食提供（離乳食等）、食 
物アレルギー児に対応した除去食及び代替食の提供、体調不良児への柔軟な対応を行 
う。園児用の食器等は消毒し、洗浄保管する。 

 
５ 当該規制の特例措置の内容 
(1) 公立保育所における給食の外部搬入の実施にあたっては、「構造改革特別区域におけ 
 る『公立保育所における給食の外部搬入方式の容認事業』について（平成２０年４月１ 
 日付雇児発第０４０１００２号）」における留意事項を遵守する。 
  各保育所の調理室の面積及び主な設備は以下のとおりである。なお、各保育所とも加

熱設備としてガステーブル、保存設備として冷蔵庫及び冷凍庫、配膳に必要な配膳車が

備え付けてあり、再加熱、冷蔵・冷凍、配膳は可能である。各保育所に調理員を１名な

いし２名を配置するとともに、体調不良児については、給食の量や食材の大きさ、柔ら

かさなど調整し、保育所の調理室で乳幼児の体調に合わせた給食を調理し提供する。 
（公立保育所調理室の状況） 

 加熱設備 保存設備 その他   

調理室面積 ガステーブル 冷凍・冷蔵庫 冷凍庫  配膳車 食器消毒保管機 

第１保育所  32.90 ㎡   ４口   １台  １台   ２台   １台 

第２保育所  33.35 ㎡   ３口   １台  １台   ５台   １台 

第３保育所  22.00 ㎡   ３口   １台  １台   ２台   １台 

第５保育所  35.00 ㎡   ５口   １台  ２台   ３台   １台 

第７保育所  35.00 ㎡   ３口   １台  １台   ２台   １台 



第８保育所  29.40 ㎡   ２口   １台  １台   １台   １台 

 

(2) 外部搬入による給食は、０歳児から実施することとし、年齢等に応じて味付けや大き

さ、固さ、量などを変えて提供する。離乳食については、保育所の調理室で調理し提

供する。給食の内容は独自の献立とし、給食の外部搬入については、(協)泉佐野給食

センターと委託契約を締結する。 

 

 (3) 外部搬入を行う場合の衛生基準については、「保護施設等における調理業務の委託に

ついて（昭和６２年３月９日付社施第３８号）」及び「保育所における調理業務の委託

について（平成１０年２月１８日付児発第８６号）」を遵守する。 

   給食の搬入については、加熱調理後、専用のコンテナに入れ、専用の給食運搬車で

配送する。搬入された給食は、保育所調理室で調理員により配膳し提供する。なお、

再加熱が必要な場合は再加熱を行い配膳する。また、検食については、(協)泉佐野給

食センターで配送前に行うとともに、保育所において提供前に検食を行う。 

 

【給食の配送計画】 
（平日） 
  １号車 （第２保育所、第５保育所、第８保育所） 
   ９：３０  (協)泉佐野給食センター 
    ↓ 
   ９：４５  第５保育所（給食開始１１：００） 
    ↓ 
   ９：５５  第８保育所（給食開始１１：００） 
    ↓ 
  １０：０５  第２保育所（給食開始１１：００） 
 
  ２号車 （第１保育所、第３保育所） 
   ９：３０  (協)泉佐野給食センター 
    ↓ 
   ９：５０  第１保育所（給食開始１１：００） 
    ↓ 
  １０：０５  第３保育所（給食開始１１：００） 
 
  ３号車 （第７保育所） 
   ９：３０  (協)泉佐野給食センター 
    ↓ 
  １０：３５  第７保育所（給食開始１１：００） 
 
（土曜日） 



  １号車 （第１保育所、第２保育所、第３保育所、第５保育所、第８保育所） 
   ９：３０  (協)泉佐野給食センター 
    ↓ 
   ９：５０  第５保育所（給食開始１１：００） 
    ↓ 
   ９：５５  第１保育所（給食開始１１：００） 
    ↓ 
  １０：００  第８保育所（給食開始１１：００） 
    ↓ 
  １０：１０  第２保育所（給食開始１１：００） 
    ↓ 
  １０：２０  第３保育所（給食開始１１：００） 
 
  ２号車 （第７保育所） 
   ９：３０  (協)泉佐野給食センター 
    ↓ 
  １０：３０  第７保育所（給食開始１１：００）  
 
【(協)泉佐野給食センターの概要】 
 
名  称：(協)泉佐野給食センター（泉佐野給食事業協同組合） 
設立年月：昭和３７年１月 
構  造：鉄骨造２階（一部平屋）建 
建築面積：２３１８．００㎡（調理部分１４３７．８８㎡） 
職  員：５９人 
     事務  ６人 
     栄養士 ４人 
     調理員 ３５人 
     運転手 １４人 
調理能力：１０，０００食 
調理器具：自動洗米送米機、配米配水機、連続自動炊飯機、炊飯機反転機、連続自動揚物 
     機、連続自動焼物機、連続自動かくはん機、大型脱水機、野菜スライサー、食

器自動洗浄機、コンテナ自動洗浄機、食器格納保管庫、食器消毒庫、大型冷蔵

庫、大型冷凍庫、材料保存庫など 
 (4) 給食の内容については、毎月１回各保育所の主任保育士と(協)泉佐野給食センターの 

調理責任者と栄養士からなる給食献立作成会議を開催し、前月分の献立の検証と次月の 



献立作成を行う体制とする。また、献立については、本町栄養士の指導を受けながら児 
童の発育・発達過程に応じた必要栄養素量を確保する。さらに、１月ごとの献立表を保 
護者に配布し、献立の周知とともに献立に対する保護者の要望等の把握に努める。 
アレルギー児の対応については、対象となる児童の保護者により１月分のすべての献 

  立の確認を行い、提供可能な食材等により提供する。 
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